
（様式第４号） 上田市総合計画審議会（第５回福祉健康部会） 会議概要 

１ 審 議 会 名 上田市総合計画審議会（第５回福祉健康部会）  

２ 日   時 令和２年２月１８日 午後３時０５分から午後３時３０分まで  

３ 会   場 市役所南庁舎 ６階 真田・千曲の間  

４ 出 席 者 宮之上孝司部会長、酒井真由子副部会長、春日晋委員、熊井健二委員、 

小池純子委員、佐藤永寿子委員、髙桺静委員、田畑裕康委員、宮本恵美委員 

 

５ 市側出席者 近藤福祉部長、小林健康こども未来部長、 

小坂福祉課長、堀内障がい者支援課長、藤沢高齢者介護課長、室賀健康推進課長、 

前沢国保年金課国民年金係長、宮沢保育課長、山賀子育て・子育ち支援課長、中村

市立産婦人科病院医事課長、西澤移住交流推進課縁づくり担当係長、櫻井福祉課生

活支援担当係長、町田健康推進課保健予防担当係長、原政策企画課主査 

 

６ 公開・非公開 公 開 ・ 一部公開 ・ 非公開  

７ 傍 聴 者  なし  記者 なし  

８ 会議概要作成年月日 令和２年３月４日  

協  議  事  項  等 
 

１ 開  会（福祉課長） 

２ あいさつ（宮之上部会長） 

３  議    事 

（１）会議概要の確認について 

○会議概要の内容について事務局から説明 

特になし 

（２）「後期まちづくり計画」（案）について 

・第４回部会における委員からの意見を踏まえて「後期まちづくり計画」（案）に反映した点について

事務局から説明 

（事務局）「地域ふれあい事業の充実の記述を追加してもらいたい。」との意見に対しては、「答申（案）

７３ページ、４－２－２、基本施策１、①地域福祉計画に基づく地域福祉の推進」の施策の

内容を、意見を踏まえた記述に修正した。 

（事務局）「災害ボランティアの記述を追加してもらいたい。」との意見に対しては、「答申（案）７

３ページ、４－２－２、基本施策３、①ボランティアの育成と参加の拡大」に、災害ボラン

ティアに関する項目を新たに追加した。 

（事務局）「１８歳を超えた発達障がいの方に対する支援を充実してもらいたい。」との意見に対して

は、今後の検討課題とする部分は多いが、発達相談センターでの現状の取り組みを踏まえ、

「答申（案）７１ページ、４－２－１、基本施策３、②発達障がい児への支援の充実」に相

談や関係機関への情報提供に関する記述を追加した。 

（事務局）「答申（案）７９ページ、４－３－２、基本施策２、①のタイトル及び施策」について、

施策の内容が分かりやすい文言に修正した。 

（事務局）「幼児に対する運動指導を充実してもらいたい。」との意見に対しては、「答申（案）７９

ページ、４－３－２、基本施策１、①幼児教育・保育のニーズに応じた子育て施策の推進」

に記載のある「幼児教育・保育の質の確保」に保育の具体的な内容が含まれること、後期ま

ちづくり計画の下部計画である「上田市民健康づくり計画」に運動指導について具体的な記

述があることから、答申（案）の記述は修正しないこととした。 

・以降、協議 

（委 員）第４回部会で、発達障がいの診断はついていないが支援が必要と思われる１８歳を超えた

市民についても、発達相談センターがその専門性を生かして相談窓口の役割を担ってほしい

と提言したと思うが、その点について計画への反映はどうなったか。 

（事務局）１８歳を超えた方の相談も柔軟に対応したいと考えているが、現在の発達相談センターが

乳幼児や保護者を中心に支援を実施している中で、１８歳を超えた方は適切な支援が実施で



きる担当部署につなぐということを引き続き心掛けていきたい。 

（委 員）第４回部会での「幼児教育・保育の無償化」の自身の発言について補足したい。 

前回の説明では分かりにくかったが、長野県独自の「やまほいく認定制度」と「幼児教育・

保育の無償化」とは関連がない。 

前回部会での発言は、認可外幼児教育施設は一部を除き「幼児教育・保育の無償化」の対

象になっていない中で、例えば市外の森のようちえんや野外保育を実施している認可外幼児

教育施設に通園している子どもも、上田市独自に「幼児教育・保育の無償化」の対象とする

よう検討してはどうかという提案をしたものである。 

（事務局）上田市には認可外保育所が１６か所ある。それらの認可外保育所に通園している子どもの

うち保育の必要性の認定がとれる子どもについては、上限額の範囲内で「幼児教育・保育の

無償化」の対象となっているが、認可外保育所に通園する全ての子どもが対象となっている

わけではない。 

「幼児教育・保育の無償化」に要する費用については、今年度に限り全額を国が負担し、

来年度以降は国、県、市が負担することとなる。認可外保育所に限らず無償化全体の費用負

担が市の財政に与える影響を見極めながら、今後の子育て支援施策のあり方を検討したい。 

（３）その他 

○中間答申に向けた最終調整を部会長に一任することについて全会一致で了承 

 

４  事務連絡 

・今後の進め方について事務局から説明 

・次回の日程、場所の候補、協議内容を説明  開催日を令和２年５月２９日（金）に決定 

特になし 

５  閉    会 

 


